
会社概要（2023年6月23日現在）

発 行 可 能 株 式 総 数 48,000,000株
発 行 済 株 式 の 総 数 12,000,000株
株 主 数 8,653名

株式の状況

大株主

所有者別株式分布状況

所有株式数（株） 所有比率（%）

株式会社図研 2,520,000 21.00

三谷産業株式会社 1,488,000 12.40

ウイングアーク1st 株式会社 960,000 8.00

株式会社インテック 720,000 6.00

キヤノン ITソリューションズ株式会社 720,000 6.00

株式会社テクノスジャパン 360,000 3.00

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 310,200 2.58

B-EN-G社員持株会 170,000 1.41

株式会社アバントグループ 108,000 0.90

株式会社テラスカイ 108,000 0.90

キッセイコムテック株式会社 108,000 0.90

■ 金融機関
3.30%■ 外国人

3.21%

■ 個人・その他
(自己株式含む)
32.03%

■ 証券会社
1.48%

■ その他国内法人
59.98%株主メモ

役員（2023年6月23日現在）

2023年3月31日現在

ソリューション事業　

プロダクト事業

　顧客に導入したシステムの運用・保守を主に、これらを通じた
提案・追加開発等を行う事業であり、子会社のビジネスシステム
サービス株式会社が展開。
○ 顧客システムのライフサイクルサポートの充実に取り組む。
○ 安定した収益・利益の基盤構築を目指し、新規顧客・案件の
拡大に加え、サービス品質および生産性の向上に注力し、
採算性が向上。

　受注高384百万円（前期比1.4％増）、売上高423百万円（前期
比23.8％増）、セグメント利益450百万円（前期比30.7％増）。

システムサポート事業

セグメント別事業概況

インフォメーション

売上高構成
合計

18,506百万円

システムサポート事業
423百万円

2.3%

ソリューション事業
11,689百万円

63.2%

プロダクト事業
6,393百万円
34.5%

　他社開発ERPパッケージ製品をベースとしたコンサルティ
ング、システム構築等を主に行う事業。
○ 継続的な顧客との関係深化に取り組み、顧客のニーズを
中長期的な視点で捉えた積極的な提案活動に注力。
製薬、食品、機械・精密機器、化学等の多様な業界から
受注獲得。

○ E R Pシステムを主に、製造実行管理システム、サプライ

　自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品をビジネ
スパートナーを通じて販売するとともに、同製品をベースとした
コンサルティング、システム構築等を行う事業。
○主力製品「mcframe 7」の機能強化をはじめとして、顧客
のグローバルビジネス展開やデジタル化推進に寄与する
機能の強化に取り組むとともに、製造現場の作業効率向
上や作業技能習得に寄与するI oTサービスの機能強化を
図るなど、「mcframe」ブランドの訴求力向上に注力。
○多数のイベント・セミナーを開催し、積極的な販売促進
活動を展開。

チェーン・経営管理の計画立案やデータ分析を行うシス
テムおよびクラウドベースのソリューションの提供に注力。

○ 不採算案件抑制とプロジェクト採算性向上に注力し、利益
面は大幅に改善。

　受注高12,089百万円（前期比6.2％増）、売上高11,689百万
円（前期比2.4％増）、セグメント利益2,642百万円（前期比
56.3％増）。

○ライセンス販売は、長期的にビジネスパートナーおよび
エンジニアリングパートナーの拡大と関係強化に取り組ん
できたことが新規顧客・案件の獲得にもつながり、堅調な
ソフトウェア投資動向を背景に、主力製品の「mcframe 7」
を中心に伸長。

　受注高6,743百万円（前期比9.7％増）、売上高6,393百万円
（前期比6.5％増）、セグメント利益1,921百万円（前期比1.7％
増）。mcf rameライセンス売上高は過去最高を連続更新し
3,798百万円（前期比7.6％増）。

IRカレンダー
（予定）

当期におけるわが国経済は、資源高の影響などを受けつつも、企業
収益が全体として高水準で推移し、新型コロナウイルス感染症抑制
と経済活動の両立が進むもとで景気は持ち直しています。
情報サービス産業におきましては、顧客のデジタル変革（DX）に対

する投資意欲は底堅く、製造業の情報化投資は堅調に推移しました。
このような経営環境において、当社グループは、2021年度から

６ヵ年の経営計画「経営Vision 2026」のもと、主要顧客である製造
業のビジネス環境の変化に、当社グループの強みを活かした製品・
サービスで支援すべく、製造業のDX推進やグローバル展開等の
経営課題解決に取り組んでおります。
引き続き、複合型ソリューションの提供を通じて、顧客の業務効

率化を推進するとともに、多様な商材の知見・ノウハウの蓄積を
図りました。また、自社開発製品の機能強化と有力パートナーとの
連携推進により、ソリューションポートフォリオの拡充と製造業の
デジタル化を指向する「ものづくりデジタライゼーション」の推進に
取り組み、提供ソリューションの高付加価値化に努めました。
さらに、クラウドサービスの利用形態の一つであるSaaS

（Software as a Service）型製品の開発やCO2排出量計算機能の

※第43期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、第42期は当該会計基準等の遡及適用後の数値となっております。

開発など、自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品の
拡充に努めました。また、システム導入後に蓄積されるデータを、
顧客が分析・活用することで、データの価値を最大化し、製造業の
さらなる成長につながる新しいサービスに取り組みました。
海外においては、アフターコロナに移行する国が増加するなか、

現地の受注活動や開発体制の強化を図るべく、東京本社と現地
法人・現地パートナーとの一体的な顧客支援体制の拡充を一層加速
しました。また、従来の顧客の海外拠点のIT化に加え、日本本社と
海外拠点の連携を可能とするクラウドを活用したシステム・サービ
スの提供を強化いたしました。
働き方が多様化するなか、アフターコロナに向けた柔軟な働き方

の環境を整えるなど、円滑な業務遂行体制の維持に取り組みました。
第44期の配当金につきましては、2023年3月末時点の株主様へ

の期末配当金を1株あたり43円とさせていただき、年間配当金は
1株あたり64円となりました。
株主の皆様におかれましては、当社事業へのご理解とともに将来

性にご期待いただき、引き続き長期的な視点でのご支援を賜りたく、
心よりお願い申し上げます。
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株主の皆様には平素より格別のご支援とご高配を賜り、
誠にありがたく厚く御礼申し上げます。
ここに、当社グループ第44期通期（2023年3月期）の
「株主通信」をお届けし、当社グループの事業内容および
当期の状況についてご説明申し上げます。
2023年6月

株主の皆様へ

連結業績ハイライト 　（単位：百万円）

●受注高・売上高は、ソリューション事業の受注・売上増加とプロ
ダクト事業のライセンス販売増加等により過去最高を更新

●利益は、ソリューション事業の不採算案件抑制・プロジェクト採算
性向上やプロダクト事業のライセンス販売が順調なことなどに
より、大幅に改善、７期連続過去最高更新

決算のポイント
事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月

基準日
定時株主総会・期末配当　3月31日
中間配当 9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告いたします。

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所
［郵便物送付先・
電話照会先］

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店
および全国各支店で行っております。

単元株式数 100株

公告の方法 電子公告
https://www.b-en-g.co.jp/

取締役社長

羽田 雅一

証券コード：4828

株主通信 第 期44

通　期 2022年4月1日～2023年3月31日

社 名 ビジネスエンジニアリング株式会社

事 業 開 始 1999年4月（設立 1980年12月）

資 本 金 697,600,000円

従 業 員 数 連結684名　単体521名（2023年3月31日現在）

業 務 内 容 企業経営および情報通信システムのコンサルティング
コンピュータネットワークの企画および開発
情報通信システムの企画、開発、販売およびリース

本 社 東京都千代田区大手町1丁目8番1号
KDDI大手町ビル

関 西 支 店 大阪府大阪市淀川区西中島6丁目1番1号　
新大阪プライムタワー4階

中 部 営 業 所 愛知県名古屋市中区錦３丁目４番６号
桜通大津第一生命ビル12階

グループ会社 ビジネスシステムサービス株式会社
Business Engineering America, Inc.
畢恩吉商務信息系統工程（上海）有限公司
Toyo Business Engineering（Thailand）Co., Ltd.
PT. Toyo Business Engineering Indonesia
Toyo Business Engineering Singapore Pte. Ltd.

代表取締役　取締役社長 羽　田　　雅　一
代表取締役　専務取 締 役 別　納　　成　明
常 務 取 締 役 中　野　　敦　士
取 締 役 佐　藤　　雄　祐
取 締 役 入　交　　俊　行
取 締 役 宮　澤　　由美子
社 外 取 締 役 清　水　　　　弘
社 外 取 締 役 北　村　　正　仁
社外取締役　監査等委員 丸　山　　龍　二
社外取締役　監査等委員 志　水　　直　樹
取締役　常勤監査等委員 大　塚　　博　文

2023年６月23日開催の第44
期定時株主総会において報告な
らびに決議されました内容は、
ホームページに掲載しております
のでご覧ください。
https://www.b-en-g.co.jp/ir/soukai.html

「第44期定時株主総会決議ご通知」のご案内

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。 本社：〒 100-0004 東京都千代田区大手町 1-8-1 KDDI 大手町ビル 

TEL.03-3510-1600 ／ FAX.03-3510-1624
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今後１年間の活動予定をお知らせいたします。従来と同様、年４回の決算発表を軸に、本株主通信の発行および株主優待品の
クオ・カードのお届けも、年４回実施させていただく予定です。なお、配当については、中間と期末の年２回を予定しております。
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決 算 発 表

配 当 金 支 払

株主優待発送
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株主総会開催

●第2四半期決算発表

●中間配当

●通期　決算発表
●第1四半期決算発表 ●第3四半期決算発表

●定時株主総会
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●通期株主通信
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●第3四半期株主通信
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取り組み、提供ソリューションの高付加価値化に努めました。
さらに、クラウドサービスの利用形態の一つであるSaaS

（Software as a Service）型製品の開発やCO2排出量計算機能の

※第43期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、第42期は当該会計基準等の遡及適用後の数値となっております。

開発など、自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品の
拡充に努めました。また、システム導入後に蓄積されるデータを、
顧客が分析・活用することで、データの価値を最大化し、製造業の
さらなる成長につながる新しいサービスに取り組みました。
海外においては、アフターコロナに移行する国が増加するなか、

現地の受注活動や開発体制の強化を図るべく、東京本社と現地
法人・現地パートナーとの一体的な顧客支援体制の拡充を一層加速
しました。また、従来の顧客の海外拠点のIT化に加え、日本本社と
海外拠点の連携を可能とするクラウドを活用したシステム・サービ
スの提供を強化いたしました。
働き方が多様化するなか、アフターコロナに向けた柔軟な働き方

の環境を整えるなど、円滑な業務遂行体制の維持に取り組みました。
第44期の配当金につきましては、2023年3月末時点の株主様へ

の期末配当金を1株あたり43円とさせていただき、年間配当金は
1株あたり64円となりました。
株主の皆様におかれましては、当社事業へのご理解とともに将来

性にご期待いただき、引き続き長期的な視点でのご支援を賜りたく、
心よりお願い申し上げます。

当期の概要

第44期

18,50617,70717,707

第42期

17,76017,760

第43期

売上高

第44期

19,21617,58217,582

第42期

17,91217,912

第43期

受注高

第44期

3,246

1,9021,902

第42期

2,4122,412

第43期

営業利益

第42期 第44期

2,328

1,2881,288

第43期

1,6431,643

親会社株主に帰属する当期純利益

第44期

3,250

1,8951,895

第42期

2,4432,443

第43期

経常利益

第44期

9,287

13,408
10,48110,481

6,3126,312

第42期

11,49111,491

7,4757,475

第43期

■ 純資産　■ 総資産

株主の皆様には平素より格別のご支援とご高配を賜り、
誠にありがたく厚く御礼申し上げます。
ここに、当社グループ第44期通期（2023年3月期）の
「株主通信」をお届けし、当社グループの事業内容および
当期の状況についてご説明申し上げます。
2023年6月

株主の皆様へ

連結業績ハイライト 　（単位：百万円）

●受注高・売上高は、ソリューション事業の受注・売上増加とプロ
ダクト事業のライセンス販売増加等により過去最高を更新

●利益は、ソリューション事業の不採算案件抑制・プロジェクト採算
性向上やプロダクト事業のライセンス販売が順調なことなどに
より、大幅に改善、７期連続過去最高更新

決算のポイント
事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月

基準日
定時株主総会・期末配当　3月31日
中間配当 9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告いたします。

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所
［郵便物送付先・
電話照会先］

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店
および全国各支店で行っております。

単元株式数 100株

公告の方法 電子公告
https://www.b-en-g.co.jp/

取締役社長

羽田 雅一

証券コード：4828

株主通信 第 期44

通　期 2022年4月1日～2023年3月31日

社 名 ビジネスエンジニアリング株式会社

事 業 開 始 1999年4月（設立 1980年12月）

資 本 金 697,600,000円

従 業 員 数 連結684名　単体521名（2023年3月31日現在）

業 務 内 容 企業経営および情報通信システムのコンサルティング
コンピュータネットワークの企画および開発
情報通信システムの企画、開発、販売およびリース

本 社 東京都千代田区大手町1丁目8番1号
KDDI大手町ビル

関 西 支 店 大阪府大阪市淀川区西中島6丁目1番1号　
新大阪プライムタワー4階

中 部 営 業 所 愛知県名古屋市中区錦３丁目４番６号
桜通大津第一生命ビル12階

グループ会社 ビジネスシステムサービス株式会社
Business Engineering America, Inc.
畢恩吉商務信息系統工程（上海）有限公司
Toyo Business Engineering（Thailand）Co., Ltd.
PT. Toyo Business Engineering Indonesia
Toyo Business Engineering Singapore Pte. Ltd.

代表取締役　取締役社長 羽　田　　雅　一
代表取締役　専務取 締 役 別　納　　成　明
常 務 取 締 役 中　野　　敦　士
取 締 役 佐　藤　　雄　祐
取 締 役 入　交　　俊　行
取 締 役 宮　澤　　由美子
社 外 取 締 役 清　水　　　　弘
社 外 取 締 役 北　村　　正　仁
社外取締役　監査等委員 丸　山　　龍　二
社外取締役　監査等委員 志　水　　直　樹
取締役　常勤監査等委員 大　塚　　博　文

2023年６月23日開催の第44
期定時株主総会において報告な
らびに決議されました内容は、
ホームページに掲載しております
のでご覧ください。
https://www.b-en-g.co.jp/ir/soukai.html

「第44期定時株主総会決議ご通知」のご案内

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。 本社：〒 100-0004 東京都千代田区大手町 1-8-1 KDDI 大手町ビル 

TEL.03-3510-1600 ／ FAX.03-3510-1624

+7.3%

+41.6%+34.5%

+4.2%

+33.0%

今後１年間の活動予定をお知らせいたします。従来と同様、年４回の決算発表を軸に、本株主通信の発行および株主優待品の
クオ・カードのお届けも、年４回実施させていただく予定です。なお、配当については、中間と期末の年２回を予定しております。

2023年 2024年
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

決 算 発 表

配 当 金 支 払

株主優待発送

株主通信発送

株主総会開催

●第2四半期決算発表

●中間配当

●通期　決算発表
●第1四半期決算発表 ●第3四半期決算発表

●定時株主総会

●期末配当

●3月末基準株主優待

●通期株主通信

●6月末基準株主優待

●第1四半期株主通信

●9月末基準株主優待

●第2四半期株主通信

●12月末基準株主優待

●第3四半期株主通信
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第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

3,5303,530

2,7492,7492,6512,651
2,3622,3622,2622,262

1,8661,866

第44期

3,7983,798

■ mcframeライセンス売上高
　　（単位：百万円）

*　オンプレミス：サーバーやソフトウェアなどを社内で保有し、システムを運用する形態。
** SaaS：Software as a Serviceの略。サービスとしてシステムを利用する形態。

2022年度（第44期）も利益面が大きく増加いたしました。
3つの事業セグメントいずれにおいても採算性が向上して
います。プロダクト事業においてmcframeのライセンス
販売が好調なことに加え、ソリューション事業における
プロジェクト遂行やシステムサポート事業におけるサービ
スの採算性が向上いたしました。
「企業運営においてデジタル化は最重要課題」という認
識が経営層から現場まで広がり、日本企業のデジタル化が
加速していると実感しております。特にサプライチェーン
を含む業務領域のデジタル化は待ったなしの状況となり、
引き続きB-EN-Gの活躍の場が広がっていると考えています。
当社は、2023年1月に刷新したブランドコンセプトに沿っ
て企業価値をさらに高め、製造業のビジネス変革を支える
製品・サービスでOne＆Only企業となることを目指します。

mcframeのような生産管理システムには、業種・業態や
製品、企業特有の個別要件への対応が求められるため、共
通機能だけでサービス提供するSaaSの形態は実現が難し
いと言われています。しかしながら、場所やデバイスを選
ばず、高い拡張性・連携性・メンテナンス性を実現できると
いった利点から、生産管理システムでもSaaSを求める声が
高まっています。その声にお応えする新製品「mcframe X」
のリリースを発表させていただきました。生産管理領域で
も使えるSaaSの実現を目指してまいります。
また、mcframeに製品別にCO2排出量を計算する機能

を追加いたしました。メーカー各社に求められる要件は
将来的に厳しくなってくると予想されますが、それに対応
すべく順次機能を拡大していく予定です。

ソリューション事業における主たる商材はERPシス
テムの導入でしたが、ERP周辺ソリューションの提供
を拡大しています。また、システム導入後にお客様の
業務改善を支援するサービスの提供を開始しました。
ERP周辺ソリューションには、ERPで作成した計画に
基づいて製造の実行を管理するシステムや、Web購買

を行うシステムなどがあり、現在では同事業の売上の
半分を占めるまでに成長しました。また、ERP導入に
より蓄積されたデータを業務改善に役立てるための分
析サービスなど、データセントリックなビジネスも推
進しています。

同賞は、SAPジャパン社より高い評価を受けたパートナー企業に授与さ
れる賞です。2023年、当社は「プロジェクト・アワード」部門の優秀賞を受
賞いたしました。
日本貨物航空株式会社様向けの会計システム再構築プロジェクトに

おいて「効率的な業務運営と高付加価値業務へのシフト」に資するシステム
をコロナ禍による非対面での業務遂行ながらも計画通り稼働させたこと
が高く評価されました。

製品単位で温室効果ガス排出量を計算するソリューション「mcf rame 

7 CFP」を、2023年6月より提供開始することを発表いたしました。
原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでの製品ライフサイクル全体

を通して排出される温室効果ガスの総排出量を、CO2換算値（カーボン
フットプリント：CFP）で求めます。当社は、生産管理に関する知見を活かし、
きめ細かく精度の高いCFPを算出し、生産段階でのCFP管理を実現します。

連結財務諸表（要旨）

TO P I C S

2022年度も７期連続で過去最高益を更新しました。

mcframeでは新しい製品・サービスの発表がありました。

ソリューション事業で、最近特徴的なことはありますか。

第37期 第38期 第39期 第40期 第42期 第43期

42.042.0

35.035.0

21.521.5

第41期

22.522.5

12.512.511.011.0
8.08.0

第44期

64.064.0

※ 2022年６月１日付で１対２の株式分割を行っており、第43期以前の配当金につきましては、株式分割調整後の数値を記載しております。

当期の１株あたりの年間配当金は、64円とさせていた
だきました。株式分割考慮後の前期実績に対し実質的に
増配となり、８期連続増配、過去最高となりました。来期
（2024年３月期）につきましては、当期と同額の年間
64円（中間配当・期末配当ともに32円）とさせていただく
予定です。
なお、当社は、株主様への利益還元は配当により行う
方針としており、安定配当を旨とし、連結配当性向が
中長期的に30％を上回るよう努めることを基本方針と
しております。

配当予想についてお聞かせください。

■ 1株あたり配当金
　　（単位：円）

「2023年3月期 決算説明」動画のご案内
決算状況や「経営Vision 2026」の進捗状況についてのご説明動画を
ホームページに掲載しておりますので、是非ご覧ください。
https://www.b-en-g.co.jp/ir/update.html

資産の部 第44期
2023年3月31日現在

第43期
2022年3月31日現在

流動資産 10,821,627 8,866,995

　　現金及び預金 6,966,947 4,945,888

　　受取手形、売掛金及び契約資産 3,261,012 3,468,634

　　仕掛品 2,487 7,454

　　その他 591,179 445,018

固定資産 2,587,038 2,624,761

　有形固定資産 130,885 150,681

　　建物 52,188 59,382

　　工具、器具及び備品 78,696 91,298

　無形固定資産 1,347,364 1,321,949

　　ソフトウエア 1,341,840 1,320,781

　　その他 5,524 1,167

　投資その他の資産 1,108,787 1,152,131

　　投資有価証券 371,714 327,743

　　敷金 295,985 296,951

　　繰延税金資産 316,819 389,435

　　その他 129,768 143,500

　　貸倒引当金 △5,499 △5,499

資産合計 13,408,665 11,491,757

連結貸借対照表 （単位：千円）

第44期
自2022年4月 1 日
至2023年3月31日

第43期
自2021年4月 1 日
至2022年3月31日

売上高 18,506,410 17,760,122

売上原価 11,511,527 11,877,585

　売上総利益 6,994,883 5,882,537

販売費及び一般管理費 3,748,481 3,469,591

　営業利益 3,246,402 2,412,945

営業外収益 11,815 39,507

営業外費用 7,875 8,985

　経常利益 3,250,342 2,443,467

特別損失 ― 645

　税金等調整前当期純利益 3,250,342 2,442,822

　　法人税、住民税及び事業税 851,883 849,081

　　法人税等調整額 70,214 △49,926

　当期純利益 2,328,244 1,643,667

　親会社株主に帰属する当期純利益 2,328,244 1,643,667

連結損益計算書 （単位：千円）

第44期
自2022年4月 1 日
至2023年3月31日

第43期
自2021年4月 1 日
至2022年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,278,602 2,287,124

投資活動によるキャッシュ・フロー △696,626 △713,174

財務活動によるキャッシュ・フロー △549,061 △701,759

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,855 △4,547

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,021,059 867,642

現金及び現金同等物の期首残高 4,945,888 4,078,245

現金及び現金同等物の期末残高 6,966,947 4,945,888

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

Top Interview

今期業績と今後の取り組みについて 負債の部 第44期
2023年3月31日現在

第43期
2022年3月31日現在

流動負債 4,121,422 4,016,333
　　支払手形及び買掛金 498,809 465,861
　　短期借入金 100,000 100,000
　　未払費用 537,503 544,154
　　未払法人税等 406,246 584,448
　　前受金 1,128,019 983,064
　　賞与引当金 693,722 861,353
　　役員賞与引当金 80,000 50,000
　　品質保証引当金 22,507 23,915
　　受注損失引当金 23,334 16,161
　　その他 631,280 387,373
負債合計 4,121,422 4,016,333

純資産の部
株主資本 9,296,267 7,514,164
　　資本金 697,600 697,600
　　資本剰余金 565,273 565,273
　　利益剰余金 8,033,699 6,251,448
　　自己株式 △304 △156
その他の包括利益累計額 △9,025 △38,740
　　その他有価証券評価差額金 11,979 △29,590
　　為替換算調整勘定 △21,005 △9,149
純資産合計 9,287,242 7,475,423
負債純資産合計 13,408,665 11,491,757

流動資産につきましては、現金及び預金の増加、受取
手形、売掛金及び契約資産の減少等により、前期末と比
較して1,954百万円増加し、10,821百万円となりました。
なお、当期末の総資産に占める流動資産の比率は80.7％
であります。
また、固定資産につきましては、賞与引当金の減少等

による繰延税金資産の減少、投資有価証券の時価評価に
よる増加、無形固定資産の取得が無形固定資産の減価償
却額を上回ったこと、有形固定資産の減価償却額が有形
固定資産の取得を上回ったこと等により、前期末と比較
して37百万円減少し、2,587百万円となりました。
これらの結果、資産の部の当期末残高は、前期末と比

較して1,916百万円増加し、13,408百万円となりました。

資産の部

負債の部
負債の部の当期末残高は、前受金の増加等により、前期

末と比較して105百万円増加し、4,121百万円となりました。

純資産の部
純資産の部の当期末残高は、親会社株主に帰属する当期

純利益を計上したことによる増加、剰余金の配当による
減少、その他有価証券評価差額金の増加等により、前期末と
比較して1,811百万円増加し、9,287百万円となりました。
以上の結果、当期末の自己資本比率は、前期末と比較して

4.2ポイント増加し、69.3％となりました。

SAP AWARD OF EXCELLENCE 2023受賞

mcframeにCO2排出量計算機能を追加

ものづくりクラウド「mcframe X」を発表
「mcframe X」は、現在オンプレミス*で提供している「mcframe」の
機能をクラウドサービス（SaaS**）で提供するものです。

mcf rameの特長である柔軟性はそのままに、高いメンテナンス性と
いうSaaSの特長を活かした機能を提供します。2023年度は、より実効性
を深めるために先行顧客との実証プロジェクトを行い、その結果を踏まえ
ながら段階的に展開していく予定です。
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第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

3,5303,530

2,7492,7492,6512,651
2,3622,3622,2622,262

1,8661,866

第44期

3,7983,798

■ mcframeライセンス売上高
　　（単位：百万円）

*　オンプレミス：サーバーやソフトウェアなどを社内で保有し、システムを運用する形態。
** SaaS：Software as a Serviceの略。サービスとしてシステムを利用する形態。

2022年度（第44期）も利益面が大きく増加いたしました。
3つの事業セグメントいずれにおいても採算性が向上して
います。プロダクト事業においてmcframeのライセンス
販売が好調なことに加え、ソリューション事業における
プロジェクト遂行やシステムサポート事業におけるサービ
スの採算性が向上いたしました。
「企業運営においてデジタル化は最重要課題」という認
識が経営層から現場まで広がり、日本企業のデジタル化が
加速していると実感しております。特にサプライチェーン
を含む業務領域のデジタル化は待ったなしの状況となり、
引き続きB-EN-Gの活躍の場が広がっていると考えています。
当社は、2023年1月に刷新したブランドコンセプトに沿っ
て企業価値をさらに高め、製造業のビジネス変革を支える
製品・サービスでOne＆Only企業となることを目指します。

mcframeのような生産管理システムには、業種・業態や
製品、企業特有の個別要件への対応が求められるため、共
通機能だけでサービス提供するSaaSの形態は実現が難し
いと言われています。しかしながら、場所やデバイスを選
ばず、高い拡張性・連携性・メンテナンス性を実現できると
いった利点から、生産管理システムでもSaaSを求める声が
高まっています。その声にお応えする新製品「mcframe X」
のリリースを発表させていただきました。生産管理領域で
も使えるSaaSの実現を目指してまいります。
また、mcframeに製品別にCO2排出量を計算する機能

を追加いたしました。メーカー各社に求められる要件は
将来的に厳しくなってくると予想されますが、それに対応
すべく順次機能を拡大していく予定です。

ソリューション事業における主たる商材はERPシス
テムの導入でしたが、ERP周辺ソリューションの提供
を拡大しています。また、システム導入後にお客様の
業務改善を支援するサービスの提供を開始しました。
ERP周辺ソリューションには、ERPで作成した計画に
基づいて製造の実行を管理するシステムや、Web購買

を行うシステムなどがあり、現在では同事業の売上の
半分を占めるまでに成長しました。また、ERP導入に
より蓄積されたデータを業務改善に役立てるための分
析サービスなど、データセントリックなビジネスも推
進しています。

同賞は、SAPジャパン社より高い評価を受けたパートナー企業に授与さ
れる賞です。2023年、当社は「プロジェクト・アワード」部門の優秀賞を受
賞いたしました。
日本貨物航空株式会社様向けの会計システム再構築プロジェクトに

おいて「効率的な業務運営と高付加価値業務へのシフト」に資するシステム
をコロナ禍による非対面での業務遂行ながらも計画通り稼働させたこと
が高く評価されました。

製品単位で温室効果ガス排出量を計算するソリューション「mcf rame 

7 CFP」を、2023年6月より提供開始することを発表いたしました。
原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでの製品ライフサイクル全体

を通して排出される温室効果ガスの総排出量を、CO2換算値（カーボン
フットプリント：CFP）で求めます。当社は、生産管理に関する知見を活かし、
きめ細かく精度の高いCFPを算出し、生産段階でのCFP管理を実現します。

連結財務諸表（要旨）

TO P I C S

2022年度も７期連続で過去最高益を更新しました。

mcframeでは新しい製品・サービスの発表がありました。

ソリューション事業で、最近特徴的なことはありますか。

第37期 第38期 第39期 第40期 第42期 第43期

42.042.0

35.035.0

21.521.5

第41期

22.522.5

12.512.511.011.0
8.08.0

第44期

64.064.0

※ 2022年６月１日付で１対２の株式分割を行っており、第43期以前の配当金につきましては、株式分割調整後の数値を記載しております。

当期の１株あたりの年間配当金は、64円とさせていた
だきました。株式分割考慮後の前期実績に対し実質的に
増配となり、８期連続増配、過去最高となりました。来期
（2024年３月期）につきましては、当期と同額の年間
64円（中間配当・期末配当ともに32円）とさせていただく
予定です。
なお、当社は、株主様への利益還元は配当により行う
方針としており、安定配当を旨とし、連結配当性向が
中長期的に30％を上回るよう努めることを基本方針と
しております。

配当予想についてお聞かせください。

■ 1株あたり配当金
　　（単位：円）

「2023年3月期 決算説明」動画のご案内
決算状況や「経営Vision 2026」の進捗状況についてのご説明動画を
ホームページに掲載しておりますので、是非ご覧ください。
https://www.b-en-g.co.jp/ir/update.html

資産の部 第44期
2023年3月31日現在

第43期
2022年3月31日現在

流動資産 10,821,627 8,866,995

　　現金及び預金 6,966,947 4,945,888

　　受取手形、売掛金及び契約資産 3,261,012 3,468,634

　　仕掛品 2,487 7,454

　　その他 591,179 445,018

固定資産 2,587,038 2,624,761

　有形固定資産 130,885 150,681

　　建物 52,188 59,382

　　工具、器具及び備品 78,696 91,298

　無形固定資産 1,347,364 1,321,949

　　ソフトウエア 1,341,840 1,320,781

　　その他 5,524 1,167

　投資その他の資産 1,108,787 1,152,131

　　投資有価証券 371,714 327,743

　　敷金 295,985 296,951

　　繰延税金資産 316,819 389,435

　　その他 129,768 143,500

　　貸倒引当金 △5,499 △5,499

資産合計 13,408,665 11,491,757

連結貸借対照表 （単位：千円）

第44期
自2022年4月 1 日
至2023年3月31日

第43期
自2021年4月 1 日
至2022年3月31日

売上高 18,506,410 17,760,122

売上原価 11,511,527 11,877,585

　売上総利益 6,994,883 5,882,537

販売費及び一般管理費 3,748,481 3,469,591

　営業利益 3,246,402 2,412,945

営業外収益 11,815 39,507

営業外費用 7,875 8,985

　経常利益 3,250,342 2,443,467

特別損失 ― 645

　税金等調整前当期純利益 3,250,342 2,442,822

　　法人税、住民税及び事業税 851,883 849,081

　　法人税等調整額 70,214 △49,926

　当期純利益 2,328,244 1,643,667

　親会社株主に帰属する当期純利益 2,328,244 1,643,667

連結損益計算書 （単位：千円）

第44期
自2022年4月 1 日
至2023年3月31日

第43期
自2021年4月 1 日
至2022年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,278,602 2,287,124

投資活動によるキャッシュ・フロー △696,626 △713,174

財務活動によるキャッシュ・フロー △549,061 △701,759

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,855 △4,547

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,021,059 867,642

現金及び現金同等物の期首残高 4,945,888 4,078,245

現金及び現金同等物の期末残高 6,966,947 4,945,888

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

Top Interview

今期業績と今後の取り組みについて 負債の部 第44期
2023年3月31日現在

第43期
2022年3月31日現在

流動負債 4,121,422 4,016,333
　　支払手形及び買掛金 498,809 465,861
　　短期借入金 100,000 100,000
　　未払費用 537,503 544,154
　　未払法人税等 406,246 584,448
　　前受金 1,128,019 983,064
　　賞与引当金 693,722 861,353
　　役員賞与引当金 80,000 50,000
　　品質保証引当金 22,507 23,915
　　受注損失引当金 23,334 16,161
　　その他 631,280 387,373
負債合計 4,121,422 4,016,333

純資産の部
株主資本 9,296,267 7,514,164
　　資本金 697,600 697,600
　　資本剰余金 565,273 565,273
　　利益剰余金 8,033,699 6,251,448
　　自己株式 △304 △156
その他の包括利益累計額 △9,025 △38,740
　　その他有価証券評価差額金 11,979 △29,590
　　為替換算調整勘定 △21,005 △9,149
純資産合計 9,287,242 7,475,423
負債純資産合計 13,408,665 11,491,757

流動資産につきましては、現金及び預金の増加、受取
手形、売掛金及び契約資産の減少等により、前期末と比
較して1,954百万円増加し、10,821百万円となりました。
なお、当期末の総資産に占める流動資産の比率は80.7％
であります。
また、固定資産につきましては、賞与引当金の減少等

による繰延税金資産の減少、投資有価証券の時価評価に
よる増加、無形固定資産の取得が無形固定資産の減価償
却額を上回ったこと、有形固定資産の減価償却額が有形
固定資産の取得を上回ったこと等により、前期末と比較
して37百万円減少し、2,587百万円となりました。
これらの結果、資産の部の当期末残高は、前期末と比

較して1,916百万円増加し、13,408百万円となりました。

資産の部

負債の部
負債の部の当期末残高は、前受金の増加等により、前期

末と比較して105百万円増加し、4,121百万円となりました。

純資産の部
純資産の部の当期末残高は、親会社株主に帰属する当期

純利益を計上したことによる増加、剰余金の配当による
減少、その他有価証券評価差額金の増加等により、前期末と
比較して1,811百万円増加し、9,287百万円となりました。
以上の結果、当期末の自己資本比率は、前期末と比較して

4.2ポイント増加し、69.3％となりました。

SAP AWARD OF EXCELLENCE 2023受賞

mcframeにCO2排出量計算機能を追加

ものづくりクラウド「mcframe X」を発表
「mcframe X」は、現在オンプレミス*で提供している「mcframe」の
機能をクラウドサービス（SaaS**）で提供するものです。

mcf rameの特長である柔軟性はそのままに、高いメンテナンス性と
いうSaaSの特長を活かした機能を提供します。2023年度は、より実効性
を深めるために先行顧客との実証プロジェクトを行い、その結果を踏まえ
ながら段階的に展開していく予定です。

COCO2

SaaS
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会社概要（2023年6月23日現在）

発 行 可 能 株 式 総 数 48,000,000株
発 行 済 株 式 の 総 数 12,000,000株
株 主 数 8,653名

株式の状況

大株主

所有者別株式分布状況

所有株式数（株） 所有比率（%）

株式会社図研 2,520,000 21.00

三谷産業株式会社 1,488,000 12.40

ウイングアーク1st 株式会社 960,000 8.00

株式会社インテック 720,000 6.00

キヤノン ITソリューションズ株式会社 720,000 6.00

株式会社テクノスジャパン 360,000 3.00

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 310,200 2.58

B-EN-G社員持株会 170,000 1.41

株式会社アバントグループ 108,000 0.90

株式会社テラスカイ 108,000 0.90

キッセイコムテック株式会社 108,000 0.90

■ 金融機関
3.30%■ 外国人

3.21%

■ 個人・その他
(自己株式含む)
32.03%

■ 証券会社
1.48%

■ その他国内法人
59.98%株主メモ

役員（2023年6月23日現在）

2023年3月31日現在

ソリューション事業　

プロダクト事業

　顧客に導入したシステムの運用・保守を主に、これらを通じた
提案・追加開発等を行う事業であり、子会社のビジネスシステム
サービス株式会社が展開。
○ 顧客システムのライフサイクルサポートの充実に取り組む。
○ 安定した収益・利益の基盤構築を目指し、新規顧客・案件の
拡大に加え、サービス品質および生産性の向上に注力し、
採算性が向上。

　受注高384百万円（前期比1.4％増）、売上高423百万円（前期
比23.8％増）、セグメント利益450百万円（前期比30.7％増）。

システムサポート事業

セグメント別事業概況

インフォメーション

売上高構成
合計

18,506百万円

システムサポート事業
423百万円

2.3%

ソリューション事業
11,689百万円

63.2%

プロダクト事業
6,393百万円
34.5%

　他社開発ERPパッケージ製品をベースとしたコンサルティ
ング、システム構築等を主に行う事業。
○ 継続的な顧客との関係深化に取り組み、顧客のニーズを
中長期的な視点で捉えた積極的な提案活動に注力。
製薬、食品、機械・精密機器、化学等の多様な業界から
受注獲得。
○ E R Pシステムを主に、製造実行管理システム、サプライ

　自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品をビジネ
スパートナーを通じて販売するとともに、同製品をベースとした
コンサルティング、システム構築等を行う事業。
○主力製品「mcframe 7」の機能強化をはじめとして、顧客
のグローバルビジネス展開やデジタル化推進に寄与する
機能の強化に取り組むとともに、製造現場の作業効率向
上や作業技能習得に寄与するI oTサービスの機能強化を
図るなど、「mcframe」ブランドの訴求力向上に注力。
○多数のイベント・セミナーを開催し、積極的な販売促進
活動を展開。

チェーン・経営管理の計画立案やデータ分析を行うシス
テムおよびクラウドベースのソリューションの提供に注力。

○ 不採算案件抑制とプロジェクト採算性向上に注力し、利益
面は大幅に改善。

　受注高12,089百万円（前期比6.2％増）、売上高11,689百万
円（前期比2.4％増）、セグメント利益2,642百万円（前期比
56.3％増）。

○ライセンス販売は、長期的にビジネスパートナーおよび
エンジニアリングパートナーの拡大と関係強化に取り組ん
できたことが新規顧客・案件の獲得にもつながり、堅調な
ソフトウェア投資動向を背景に、主力製品の「mcframe 7」
を中心に伸長。

　受注高6,743百万円（前期比9.7％増）、売上高6,393百万円
（前期比6.5％増）、セグメント利益1,921百万円（前期比1.7％
増）。mcf rameライセンス売上高は過去最高を連続更新し
3,798百万円（前期比7.6％増）。

IRカレンダー
（予定）

当期におけるわが国経済は、資源高の影響などを受けつつも、企業
収益が全体として高水準で推移し、新型コロナウイルス感染症抑制
と経済活動の両立が進むもとで景気は持ち直しています。
情報サービス産業におきましては、顧客のデジタル変革（DX）に対

する投資意欲は底堅く、製造業の情報化投資は堅調に推移しました。
このような経営環境において、当社グループは、2021年度から

６ヵ年の経営計画「経営Vision 2026」のもと、主要顧客である製造
業のビジネス環境の変化に、当社グループの強みを活かした製品・
サービスで支援すべく、製造業のDX推進やグローバル展開等の
経営課題解決に取り組んでおります。
引き続き、複合型ソリューションの提供を通じて、顧客の業務効

率化を推進するとともに、多様な商材の知見・ノウハウの蓄積を
図りました。また、自社開発製品の機能強化と有力パートナーとの
連携推進により、ソリューションポートフォリオの拡充と製造業の
デジタル化を指向する「ものづくりデジタライゼーション」の推進に
取り組み、提供ソリューションの高付加価値化に努めました。
さらに、クラウドサービスの利用形態の一つであるSaaS

（Software as a Service）型製品の開発やCO2排出量計算機能の

※第43期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、第42期は当該会計基準等の遡及適用後の数値となっております。

開発など、自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品の
拡充に努めました。また、システム導入後に蓄積されるデータを、
顧客が分析・活用することで、データの価値を最大化し、製造業の
さらなる成長につながる新しいサービスに取り組みました。
海外においては、アフターコロナに移行する国が増加するなか、

現地の受注活動や開発体制の強化を図るべく、東京本社と現地
法人・現地パートナーとの一体的な顧客支援体制の拡充を一層加速
しました。また、従来の顧客の海外拠点のIT化に加え、日本本社と
海外拠点の連携を可能とするクラウドを活用したシステム・サービ
スの提供を強化いたしました。
働き方が多様化するなか、アフターコロナに向けた柔軟な働き方

の環境を整えるなど、円滑な業務遂行体制の維持に取り組みました。
第44期の配当金につきましては、2023年3月末時点の株主様へ

の期末配当金を1株あたり43円とさせていただき、年間配当金は
1株あたり64円となりました。
株主の皆様におかれましては、当社事業へのご理解とともに将来

性にご期待いただき、引き続き長期的な視点でのご支援を賜りたく、
心よりお願い申し上げます。

当期の概要

第44期

18,50617,70717,707

第42期

17,76017,760

第43期

売上高

第44期

19,21617,58217,582

第42期

17,91217,912

第43期

受注高

第44期

3,246

1,9021,902

第42期

2,4122,412

第43期

営業利益

第42期 第44期

2,328

1,2881,288

第43期

1,6431,643

親会社株主に帰属する当期純利益

第44期

3,250

1,8951,895

第42期

2,4432,443

第43期

経常利益

第44期

9,287

13,408
10,48110,481

6,3126,312

第42期

11,49111,491

7,4757,475

第43期

■ 純資産　■ 総資産

株主の皆様には平素より格別のご支援とご高配を賜り、
誠にありがたく厚く御礼申し上げます。
ここに、当社グループ第44期通期（2023年3月期）の
「株主通信」をお届けし、当社グループの事業内容および
当期の状況についてご説明申し上げます。
2023年6月

株主の皆様へ

連結業績ハイライト 　（単位：百万円）

●受注高・売上高は、ソリューション事業の受注・売上増加とプロ
ダクト事業のライセンス販売増加等により過去最高を更新

●利益は、ソリューション事業の不採算案件抑制・プロジェクト採算
性向上やプロダクト事業のライセンス販売が順調なことなどに
より、大幅に改善、７期連続過去最高更新

決算のポイント
事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月

基準日
定時株主総会・期末配当　3月31日
中間配当 9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告いたします。

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所
［郵便物送付先・
電話照会先］

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店
および全国各支店で行っております。

単元株式数 100株

公告の方法 電子公告
https://www.b-en-g.co.jp/

取締役社長

羽田 雅一

証券コード：4828

株主通信 第 期44

通　期 2022年4月1日～2023年3月31日

社 名 ビジネスエンジニアリング株式会社

事 業 開 始 1999年4月（設立 1980年12月）

資 本 金 697,600,000円

従 業 員 数 連結684名　単体521名（2023年3月31日現在）

業 務 内 容 企業経営および情報通信システムのコンサルティング
コンピュータネットワークの企画および開発
情報通信システムの企画、開発、販売およびリース

本 社 東京都千代田区大手町1丁目8番1号
KDDI大手町ビル

関 西 支 店 大阪府大阪市淀川区西中島6丁目1番1号　
新大阪プライムタワー4階

中 部 営 業 所 愛知県名古屋市中区錦３丁目４番６号
桜通大津第一生命ビル12階

グループ会社 ビジネスシステムサービス株式会社
Business Engineering America, Inc.
畢恩吉商務信息系統工程（上海）有限公司
Toyo Business Engineering（Thailand）Co., Ltd.
PT. Toyo Business Engineering Indonesia
Toyo Business Engineering Singapore Pte. Ltd.

代表取締役　取締役社長 羽　田　　雅　一
代表取締役　専務取 締 役 別　納　　成　明
常 務 取 締 役 中　野　　敦　士
取 締 役 佐　藤　　雄　祐
取 締 役 入　交　　俊　行
取 締 役 宮　澤　　由美子
社 外 取 締 役 清　水　　　　弘
社 外 取 締 役 北　村　　正　仁
社外取締役　監査等委員 丸　山　　龍　二
社外取締役　監査等委員 志　水　　直　樹
取締役　常勤監査等委員 大　塚　　博　文

2023年６月23日開催の第44
期定時株主総会において報告な
らびに決議されました内容は、
ホームページに掲載しております
のでご覧ください。
https://www.b-en-g.co.jp/ir/soukai.html

「第44期定時株主総会決議ご通知」のご案内

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。 本社：〒 100-0004 東京都千代田区大手町 1-8-1 KDDI 大手町ビル 

TEL.03-3510-1600 ／ FAX.03-3510-1624

+7.3%

+41.6%+34.5%

+4.2%

+33.0%

今後１年間の活動予定をお知らせいたします。従来と同様、年４回の決算発表を軸に、本株主通信の発行および株主優待品の
クオ・カードのお届けも、年４回実施させていただく予定です。なお、配当については、中間と期末の年２回を予定しております。

2023年 2024年
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

決 算 発 表

配 当 金 支 払

株主優待発送

株主通信発送

株主総会開催

●第2四半期決算発表

●中間配当

●通期　決算発表
●第1四半期決算発表 ●第3四半期決算発表

●定時株主総会

●期末配当

●3月末基準株主優待

●通期株主通信

●6月末基準株主優待

●第1四半期株主通信

●9月末基準株主優待

●第2四半期株主通信

●12月末基準株主優待

●第3四半期株主通信
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